
令和３年度計画事業（令和３年度実施事業）

（単位：円）

№ 事業名 計画事業内容 総事業費 交付金充当額 事業実績 事業効果 備考

1
飲食事業者事業応援
特別支援事業

新型コロナウィルス感染症の流行が長期化に伴い、休業や
時短営業により影響を受け、売上が大幅に減少している飲
食事業者に対し、支援金を給付し、事業の継続を図る目的
とし、売上高が対前年または前々年同月比で20%以上～
50%未満減少した飲食事業者を対象に１事業者に一律20
万円補助する。

1,200,000 1,200,000
6事業者に対し補助金を支出した

200,000円×6事業者

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上げが
減少している事業者の経済的支援になった。

事業者支援

2
飲食事業者ウィズコロナ
環境整備支援事業

ウィズコロナ時代における「新しい生活様式」を実践するた
め、事業の継続に取り組む飲食事業者に対し、感染防止対
策を図るための備品等購入した経費を補助する。また、
Co2センサーを飲食事業者に無償配布する。

2,395,812 1,195,000

15事業者に備品購入経費を補助した。
80事業者にCo2センサーを配布した。

補助金　773,000円
備品購入費　1,612,252円
事務経費　10,560円

感染物品購入に対する補助やCo2センサーの配
布により、事業者の感染対策が図られた。

事業者支援

3
新型コロナウイルス感
染症対策日高町福祉
灯油給付事業

新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の変化に鑑み、
在宅で生活する低所得の高齢者世帯等の冬期間の灯油購
入費用の一部を助成することにより、経済的負担を軽減する
ため、１世帯当たり100リットルの灯油給付券を交付する。

7,050,133 4,018,000

803世帯に灯油給付券を交付した。

給付券使用実績額　7,010,493円
事務経費　39,640円

新型コロナウイルス感染症により在宅時間が長く
なった低所得の高齢者世帯等の経済的負担の軽
減につながった。

4
町立学校修学旅行費
用キャンセル料補助事
業

修学旅行延期により、発生したキャンセル料について補助す
ることにより保護者の経済的負担を軽減する。

130,900 130,000
小学校１校に補助した。

門別小学校

修学旅行の延期により発生した保護者の経済的
負担軽減につながった。

5 病院事業会計繰出金

病院に従事する職員及び入院する患者に対し、PCR検査を
行い、院内感染対策の強化を図る。病院事業会計に繰出
し、PCR検査機器の整備に要する費用（PCR検査機器、専
用試薬）を交付対象経費とする。

2,123,000 1,000,000
PCR検査機器等の整備のため、病院事業会計に
繰出した。

PCR検査体制が整備され、感染症対策が図られ
た。

事業者支援

6 漁業継続特別支援金

新型コロナウイルス感染症の影響により、魚価の低迷等で漁
業経営が悪化しているため支援金を交付し安定的な事業継
続を図るため、船外機船及び動力船を所有する町内の漁
業者に対し船の種類に応じた補助を行う。

7,240,000 6,032,000

申請件数　85件
申請区分による内訳
　船外機船のみ所有　　　　　　　11隻
　船外機船（動力船所有）　　　　31隻
　動力船（5トン未満）　　　　　　　33隻
　動力船（5トン以上10トン未満）　8隻
　動力船（10トン以上）　　　　　　　2隻

ひだか漁業協同組合を通して各事業者に補助す
ることで経済的支援となった。

7 酪農経営緊急支援金

新型コロナウイルス感染症の影響により、生乳の消費低下か
ら経営が悪化している酪農家に対して支援金を交付し安定
的な事業継続を図るため、酪農家が飼養している経産牛1
頭につき10千円（上限300千円）を交付する。

13,230,000 10,000,000 47事業者に対し補助した。
酪農家に対して支援金を交付することにより、事業
継続のための経済的支援となった。

事業者支援

8 乳製品保管料助成金

新型コロナウイルス感染症の影響により、乳製品の消費が低
迷し、廃棄をさけるための保管料が増加しているため助成金
を交付し安定的な事業運営を図るため、支払った保管料月
額の4分の1を交付する。（ただし月毎の上限を500千円とす
る）

6,000,000 3,000,000 1事業者に対し補助した。
保管料の一部を助成することで事業者の事業継
続のための経済的支援となった。

事業者支援

9 水産物保管料助成金

新型コロナウイルス感染症の影響により、水産物の消費が低
迷し、廃棄をさけるための保管料が増加しているため助成金
を交付し安定的な事業運営を図るため、支払った保管料月
額の4分の1を交付する。（ただし月毎の上限を500千円とす
る）

2,583,834 1,000,000 １事業者に対し補助した。
保管料の一部を助成することで事業者の事業継
続のための経済的支援となった。

事業者支援

41,953,679 27,575,000合計


